
別記
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係) /θ?

事 業 者 排 出 量 肖J 減 計 画 書 〇 ・変勲

FCM株 式会社
代表取締役社長  小 原登

挿
大阪府大阪市東成区神路三丁目8番 36号

特定事策者の

主たる業種 電線用芯線等の伸線力H工業

該当する事業
者要件

M 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルキ
ー便用事業者 (原組に換算

して11500キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又

はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道草FLT 1 50両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に提算して3000ト ン以上))

「

P

計 画  期  間 平成  18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 エネルギー消費効率の改善、電気の便用に係る原単位を行エネ法に基つき対比 1%以 上の低減を日打す。

推 進 体 行1 社長を推進孫R織の トッブとする環境マネジメントシステムにより、 FCM(株 )は 環境保護が人類共通の

最重要諜題である事と認識し、 「地球に感謝」を基本思想として、企業活動のあらゆる面で地球環境の保全
に配慮して行動することを環境に対する基本埋念とする。

年度 ことの具
体的な取縦及
び措置

年 度 設備、対象、王程等 計 画  内  容

19～ 20 工場製造部門
仁庇設備DCモ ーター→インバーターモーター化によるtt刑重力まの効率化

(原単位で対比 1%以 ■)

1 9 工場製造部門
受変電機姉ほ圧ヨンデンサー導入による電気の力率改善
〈FrR単位で対比 1%以 L)

19～ 20 工場製造部門
大型部FlのlL内不史の発生を低減し 不 よこによる高黙化を出J減するとともに襲造稜勧を効率化する
(社内不史50%frA滅 をH標 )

温室効栄カス
の排出豊等 排出区分

基準年度 (矢積'
(16)年 度

(二酸化炭茉ほ算 (t))

日棟年度 (計凹)
(19)年 度

くこ確化炭素換第 〈t))

自1滅準

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 3,226 1  t 3 , 2 1 7 9    t -03 %

B輸 送卓両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 Ⅲ1      3.2261 t 2      3,2179 t -03 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組量等 (二酸化炭乗換算 (t

森林の保全及び整備 (能柿市様) (吸1文豊) t

府内産の本材の利用 て利用豊) ml 〈削減量) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電量) (出可波畳) t

〈舞供給量) (H可滅豊) t

グリーン電力の購入 (脱入畳) (HJ滅室) t

削減主等合計 t

屋引排出ま

て排出合言トーHJ滅専合剖)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

■1      312261 t α H1    3217 9 t 03 %

特 記 事 項 1 当 社では、わが同の 「省エネ法」に基づき、勲 ・電気
一体管理の下でのエネル十一消費畳を生産量に対比する原単

位で改善を進めております。 (日標 :対前年度比1%以 上改善、平成 17年 度実績 :対前年度比 :18%改 善)
2 今 後の事業拡大にや卜って生産量が増力lする見込みであるが、動力設備の省エネ化

・製造稼動の効率化等で使用エネ
ルギー量 (電気)は 現状以下を目標値として設定し取り組みを進めています。
3 本 計画では、平成 16年 度を基準としています。これは京都市へ提出している事業者排出量削減計画書と活動の統
一性を持たすためです。

連  絡   究 担  当   部   署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

注 1核 !iする□には、 レ印を記入してください。4予定事業者以外で自i参 力nされる事業者の方は レ 印の記入は4(要です。

2「 米W年 度Jと は言い画期間の前年度を 「同標年度Jと は言卜画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所専コ1出に分Jと は 京 rl Ff内の事業所尊の事業活動のためのエネルギーの使用にイ|い発iす るni幼 'tガスを 「輸送'両 "1出に分Jと
は、自動市逆と事業旨については世用の本l■lのrll世を求称lr内とする,両 の'卜はする温々効果ガスを 飲 道事業をについては供41する空物Ⅲ両文
は旅客Ⅲ所の排出する温々効栄ガスを 「そのfLlll出に分」とは 'rnL以外の京都府内における事業所等の事業活動に1卜い,E化する711i効米ガス

をいいます。
4「 特記事項Jに は 平 成2年度 (1990年 度)を メI準とした"出 宜の対比やエネルギ

ー万f単位C02排 出堂 行 エネ製品開ラEなどfL者の掃i効 果
ガスll出‖J減へのRは 、グリーン剖達の採用 1予定フロンなどの条例指定外の温i効 米ガスの‖Ⅲ減などを記入してくださし、


